
平成21年度
損保2…・1

損保2（問題）

【第I部　】

問題1．次の（！）～（3）の谷間に答えなさい。［解答は解答用紙の所定の欄に記入することコ（7点）

（1）次の計算式の空欄を適当な語句で埋めなさい。

へ。 Cド・ツー・リトン・へ“一シス・ロス・レシオ

正味収入保険料

インカード・ツー・アーンド・へ“一シス・ロス・レシオ

十

既経過保険料

（2）保険金杜における保険計理人の関与事項は、保険業法施行規則第77条に定められている。この

　　条文の空欄を適当な語句で埋めなさい。

第77条　法第120条第1項に規定する内閣府令で定める事項は、生命保険金杜にあっては、次に

掲げるものに係る保険数理に関する事項とし、損害保険金杜にあっては、前条各号に掲げる保険

契約を除く保険契約について次の第1号から第4号まで、第6号及び第9号に掲げるものに係る

保険数理に関する事項とする。

　一　保険料の算出方法

　二　責任準備金の算出方法

　三　契約者配当又は社員に対する剰余金の分配に係る算出方法

　四

　五　未収保険料の算出

　六

七　保険募集に関する計画

　八　生命保険募集人の給与に関する規程の作成

　九　その他保険計理人がモの職務を行うに際し必要な事項
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平成21年度
損保2・…2

（3）次の文章の空欄を適当な語句・数値で埋めなさい。

　　第三分野の保険リスクに備える危険準備金（危険準備金IV）は、平成10年大蔵省告示第231号

　に具体的な計算方法の定めがあるが、危険準備金1Vに関するストレステストにおいて、下記の保

　険契約については、対象外としている。

　　1　保険期間が匝］年以下の保険契約（当該保険契約の更新時において保険料率の変更をしな

　　　いことを約した保険契約を除く。）

　　2　規貝1」第212条第1項第5号に規定する　　　　　　　その他これに準ずる給付を行う保険

　　　契約

　　3　　　　　　　　が十分小さく、特約又は主たる給付に付随する給付であって、債務の履行

　　　に支障を来たすおそれが極めて低い保険給付
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平成21年度
損保2・…3

間題2．次の（1）、（2）の各問に答えなさい。［解答は解答用紙の所定の欄に記入することコ（6点）

（1）次に掲げる（A）～（G）の責任準備金のうち、その積み立てにかかる税務上の取扱いが②に該

　　当するものを、すべて列挙して記号で答えなさい。

　　　①全額無税積立

　　　②一部無税積立・一部有税積立

　　　③全額有税積立

（A）普通責任準備金

（B）異常危険準備金

（C）危険準備金

（D）払戻積立金

（E）契約者配当準備金

（F）地震保険の危険準備金

（G）自動車損害賠償責任保険の義務積立金

（2）貸借対照表上の有価証券の評価方法について、以下の保有目的区分ごとに該当するものを（A）

　　～（E）の選択肢から選び記号で答えなさい。なお、いずれの保有目的区分においても、減損処

　　理は行われていないものとし、原則的な評価方法を答えなさい。（異なる保有目的区分に対して

　　同じ選択肢を複数回使用してもよい。）

保有目的区分
貸借対照表上の

@評価方法

売買目的有価証券

満期保有目的の債券

子会社株式及び関連合杜株式

その他有価証券

責任準備金対応債券

（A）償却原価法

（D）時価法

（B）取得原価による評価　　（C）収益還元法

（E）低価法
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　損保2・…4

間題3．次の（1）～（5）の谷間に答えなさい。［解答は解答用紙の所定の欄に記入すること］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15点）

（1）自然災害リスクに対応した火災保険の普通責任準備金の計算式および構成要素について簡潔に

　　　説明しなさい。

（2）危険準備金IV、（第三分野保険の）ストレステスト、および負債十分性テストの関係について概

　　　略を説明しなさい。（各々の内容を詳細に説明する必要はない。）

（3）価格変動準備金の役割および積立方法について簡潔に説明しなさい。

（4）わが国のソルベンシー・マージン基準における再保険リスクについて簡潔に説明しなさい。

（5）「保険金杜向けの総合的な監督指針」の意義・役割について簡潔に説明しなさい。
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平成21年度
損保2・…5

間題4．次の（1）、（2）の谷間に答えなさい。［解答は解答用紙の所定の欄に記入することコ（20点）

（1）

　①

自動車損害賠償責任保険の責任準備金計算について、①、②の谷間に答えなさい。

「別紙1」の「自動車損害賠償責任保険一保険料及び責任準備金の算出方法書（抜粋）」に従い、

「別紙2」の（a）～（c）欄に記載すべき数値を計算し、結果のみ記入しなさい。

「別紙2」の責任準備金計算表から示唆される平成21年度以降の懸念事項について、簡潔に説

明しなさい。なお、この保険金杜の毎年の引受件数・エクスポージャーは、ほぼ一定とする。

（2）損害保険金杜におけるIBNR備金の積立に関しては、保険業法施行規則第72条、第73条第1

　　項第2号、平成10年大蔵省告示第234号（以下、告示という。）、および保険金杜向けの総合的

　　な監督指針にて定められている。ある損害保険金杜における事故年度・経過年度別の保険金、ロ

　　スディベロップメントファクター等が「別紙3」のとおり示されている。次の①、②の谷間に答

　　えなさい。なお、当該損害保険金杜はIBNR備金の積立対象となる保険薄目A～Dのみを引き受

　　けており、いずれの保険種自においても、事業年度別の収入保険料の金額に大きな差異は見られ

　　ず、また、保険金は事故発生年度からの経過5年までにはすべて支払いが完了するものとして、

　　設問に解答しなさい。

①平成20年度の決算におけるロングテール判定（保険金等の支払が長期にわたるかの確認）

　　　および重要性判定（支払が長期にわたる保険金等の金額に重要性があるかの確認）によるス

　　　クリーニング（検証）を行い、各保険種目が告示第2条第1項の1号、2号、3号のいずれ

　　　に該当するかを答えなさい。なお、スクリーニングにおける計算結果は、％単位で小数点以

　　　下第2位を四捨五入しノ』・数点以下第1位まで求めなさい。（計算結果以外に、計算過程を記

　　　火する必要はない。）

②平成20年度の決算において、保険種目B，C，Dそれぞれに対して統計的見積法によりIBNR

　　　備金を計算する際に留意すべき事項について、種目別のロスティベロップメントの状況に基

　　　づいて記述しなさい。ここでは、①によるスクリーニングの結果にかかわらず、保険種目B，

　　　C，Dに対して統計的見積法によるIBNR備金の計算が行われるものとする。
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平成21年度
損保2・…6

間題5．次の（1）、（2）の谷間に答えなさい。［解答は解答用紙の所定の欄に記入することコ（12点）

（1）平成20年度から匹1半期報告制度が導入され、損害保険金杜の四半期決算開示が一般的になって

　　きているが、四半期ごとの正味損害率、正味事業費率および保険引受利益などの保険成績を分析

　　する上で留意すべき事項について説明しなさい。

（2）損害保険金杜における主たる運用資産として、債券と株式が挙げられる。債券と株式が持っ一般

　　的な特性を価格変動と流動性の観点から説明しなさい。
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平成21年度
損保2・…7

【第皿部　】

問題6． 次の（1）、（2）の各問に答えなさい。［解答は汎用の解答用紙に記入することコ （40点）

（1）損害保険金杜に関連する下記の5つのリスク分類のうち、3つのリスク分類を選択し、各々につ

　　いて、リスクの内容と採りうるリスク管理の手法について説明しなさい。ただし、保険リスクに

　　ついては、必ず選択しなさい。

●

●

●

●

●

保険リスク

市場リスク

信用リスク

流動性リスク

オペレーショナルリスク

（2）近年、損害保険金杜において導入の必要性が高まっている統合リスク管理（瓦RMや全社的リス

　　ク管理等の類似した概念を含む）について、「個別リスクの定量化」、「リスク統合」の観点を含

　　めて、その目的と態勢について論じた上で、アクチェアリーとしての所見を述べなさい。

以　上
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　　　平成21年度
損保2（別紙）・…1

損保2 （問題一別紙）

問題4．（1）

別紙1・・・・・・・・・・…　　P．2

別紙2・・・・・・・・・・…　　p．3

間題4．（2）

別紙3・・・・・・・・・・…　　P．4
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　　　　平成21年度
損保2（別紙）…・2

　　　　　　　別紙1

自動車損害賠償責任保険保険料及び責任準備金の算出方法書（抜粋）

第1章保険料算出の基礎
　（略）

第2章責任準備金算出の基礎

　I総員1」の規定にかかわらず，各事業年度において積み立てる自動車損害賠償責任保険の責任準備金は，

　1の義務積立金，2の調整準備金，3の運用益積立金及び4の付加率積立金を合計した金額を積み立

　てるものとする。

　1．義務積立金

　　当該事業年度の収支を契約年度ごとに区分し，次の方法により算出した収支残高の合計額（第5年

　　度の収支残高を除く。）を義務積立金として積み立てるものとする。

　　（1）当該保険の元受契約が締結された事業年度を契約年度とし，当該契約年度にかかる部分を基

　　　　　準（初年度）として，順次，年度が経過するごとに第2年度，第3年度，第4年度，第5年

　　　　　度の区分にしたがい計算する。

　　（2）初年度においては，当該年度に収入した純保険料（中略）に長期契約予定利息を加えた金額

　　　　　から，当該事業年度において当該保険契約のために支払った保険金（中略）とその契約のだ

　　　　　めに積み立てるべき支払備金（中略）とを控除した収支残高。

　　（3）第2年度以降においては，それぞれの契約年度ごとに区分し，前事業年度より繰越した義務

　　　　　積立金及び支払備金にそれぞれの契約年度にかかる収入した純保険料を加算し，当該事業年

　　　　　度において当該保険契約のために支払った保険金と，その契約のために積み立てるべき支払

　　　　　備金とを控除した収支残高。

　　（4）（中略）

　2．調整準備金

　　調整準備金は，契約年度の属する事業年度の開始の目より5年を経過した契約年度分（第5年度分）

　　について，契約年度の属する事業年度の開始の目より5年を経過する事業年度末において，次の方

　　法により計算して整理するものとする。

　　（1）第5年度分について前記1の（3）及び（4）に規定する方法により計算した収支残高に，

　　　　　本保険の収支改善のために，一主務官庁の承認を得て取り崩す運用益積立金の金額を加算した

　　　　　収支残高を算出する。

　　（2）収支残高が黒字の場合は，当該金額を調整準備金に繰り入れる。

　　（3）収支残高が赤字の場合は，赤字相当額を既に積み立てた調整準備金から取り崩す。なお，取

　　　　　り崩すべき調整準備金がない場合には，当該取り崩すことができない赤字金額を，調整準備

　　　　　金に赤字で繰り入れる。

　　（4）（中略）

　　（5）（中略）

　3．運用益積立金
　　（中略）

　4．付加率積立金
　　（中略）
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　　　　　平成21年度

損保2（別紙）…・3

別紙2

’　’19　　’　　　　　　　壷・ 金量

区　　　分 合　　計 平成19年度

i第1年度）

平成18年産

i第2年慶〕

平成17年度

i第3年度）
平成16年度
i第4年度）

平成15年度
（第5年度）

目1」期繰越義務積立金 46，500 0 18，000 工7，500 8000 3000
刑期繰越支払備金 12，500 0 ユ，O00 3，500 4000 4000
正味収入純保険料 26，000 19，500 6，500

義務積立金

正味支払保険金
当期積立支払備金

24．000

P2，O00

　500
P，000

5，00C

R，O00

8．500

S000
5．500

R500
4．500

@500
差引収支残高 ’ 止 ■ ■ ■ 2000
運用益積立金当期取崩額 ■ 一 一 ■ ■

0

自賠責特別会計運用益当期収入額 一 ■ ’ 止 ■
0

当期末義務積立金 47，O00 18，000 17，500 8500 3000 200C

’’ Q0度決　　　　　由・ ｛　会計

区　　　分 合　　計 平成20年度 平成19年度 平成王8年度 平成17年度 平成16年度
（第1年度） （第2年度〕 （第3年度） （第4年度） （第5年度）

前期繰越義務積立金 3000
義 前期繰越支払備金 4000
務 正味収入純保険料 21，500 15，OOO 6，500 O O O

積 正味支払保険金 25，000 500 5，OOO 9000 6000 4500
立 当期積立支払備金 13，000 1，000 3，500 4，500 3500 500
金 差引収支残簡 一一 ■一 皿一 1一 ■I 2000

運用益積立金当期取崩額 0

自賠責特別会計運用益当期収入額 一 一 一 ■ ■
0

当期末義務積立金 （a） 2000
（法人税

、

（差　引）

調 前期繰越 4，000 （1，600） （2400）

整 当期取崩 0 （0） （O）

準 当期繰入

備 税率変更による取崩・繰入額 0 （O） （0）

金 当期末調整準備金 （b）

運 前期繰越
用

10，000 （4，000） （6000）

益
当期取崩 100 （40） （60）

積
当期繰入 1，800 （720） （1080）

立 税率変更による取崩・繰入額 C （0） （o）

金 当期末運用益積立金 王1，700 （4，680） （7，020）

付 目1』期繰越

加
1，200 （480） （720）

率
当期取崩 500 （200） （300）

積 当期繰入 o （0） （O）

立 税率変更による取崩・繰入額 0 （0） （o）

金 当期末付カ目率積立金 700 （280） （420）

当期末責任準備金

、　　20 室　　　　　　　　　　　　　言　　圭

正味収入保険料
正味支払保険金
正味事業費（含む損害調査費）

支払備金繰入額
責任準備金繰入額
積立保険料等運用益
　の　収
保険引受利益

31，OOO（一1一）

25．OOO（一）

10，OOO（一）

2，500（一1一）

一800（十）
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　　　　　平成21年度

損保2（別紙）…・4

別紙3

支払保険金 累計支払保険金 ロステ“イヘ“ロップロメントファクター

保険種 目A　　　　　　　　　　　　保険種 目A
事故 経過年父 故

度 1 213一… 4　15 度

　　　．＿樗遇魚紅．l12　！3　14

5
乎赦至単成14 472 一220159 1819 平’13

ｽ成i4
、4721692　7511769 778

477 2301　61 21111 477：　　707　　　7681　　789　　o…　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊥I■ 800
平成！二 476 227163 201　8 I平成15 794

478 2151　59 19112 辛成i春一 783

乎赦z 468≒
@≡475i 23158 201

平成18 2221　57
平成17
h成r冨

平成19 、2311 平成工皇平成20 o

w’ Q0 一■79一 4791

保険種
事故
　度

平’13
平成14
平成15
平成16
平成17
平成18
平成19

w切

目A
　　経過年父
1一→212→3　3→414→5

I．47711，090！1．02611，010

1．45011，085≡1，025≡1．016

14761■

v］一1．46711．0821

＋
1，484≡

1．47211．085．1．02611．O13

保険種 目B　　　　　　　　　　保険種 目B　　　　　　　　　　　　　保険種 目B
故 経過年父 故 経過年父

11
故 経過年父

度 213 415 度 112　13　14 5 度 1→212→3 3→414→5
平　13 52IO 6301360 O1O 平’130 521015，840i6．20016，200 6200 平　13 1．12111．062
平成14平鮒；

1．OOO11．000

壬顯q ψ01410 010 乎赦壬 平成14 ↓12911・073 1．00011．OOG

5320 6701330 O1　0　■　■　一　　一一

平成I5 5．32015．99016．3201632δ 6320 ’平成汚 1．12611．055 1．00011．000

平成16
ｽ成fテ

O1O 平成16 j150≡7250≡7670…767q 一工07q
■　1　．　1　　1

ｽ成16
5，IOO 6401340 01 一単成け 5，100≡　5740≡　6，080≡．6080 単鮒ラ

μ0811皿8

’』一■■ u■一一1…

1．12511．059

平成18
ｽ成⑩

…　…　L

11脇㎜

傷430 平成18 平成18
ｽ成態憶1伽

…’」

4930
1…■皿

辛鮒サ 493015．5501
平成20 4980 平成20 49801 W均 1．16611．063 1．00011．O00

保険種 目C　　　　　　　　　　保険種 目C　　　　　　　　　　　　　保険種 目C
故 経過年父 故 経過年父

415
故

度 1 213 度 112 3　14 度

＿経過牛㌦、
5 1→212→3 3→414→5

乎拠｝〃2q 410190 平　13 4790…6240
平成14 44011亘0 平成i4

λ頃q 冊処三
4840 15501930 484016390 平成14

↓30311・146

7蛆60
7870 1．3201一．146

1価71m12

平成岨平成16 430180
1．06011．014

壬ユ蔓三q 平成じ 4830≡6350 平成しユ μ1511・142 I．05911．010

4850 15701910 420≡140 平成16 485016420 ユ3307750 7890 平成I6
平成！z

1．32411．142

顯qq 6501 平成17 平成エエ

1．05711，018　　　一　■

辛脱葛
↓30211・141 1．0891

平成18 4820 147011140 482016290

虻
平成18 1．30511，181

平成19
ｽ脱δ

蝦蔓ザ 平成19 平成19 1．4051

5270 辛肋δ 52701 ’・ﾏ 1．32511．玉50 I．0651LO14

保険種 目D　　　　　　　　　　　保険種 目D
敵度 経過年父 故 経過年父

1 2　13 4　15 1　　2　　3　　4■0す
平’13 3，220 706017170 12701410 平’13 3．220110．280　17450118720 19130

平成！壬平成15 ；旦ユ⑩

R，140 7．17017200 13801450
平成典平成一5

3140110．3101175工0118890一 19340
平成16
h鮒ブ
ｽ成し豊平成19

2，960 7．30017170 協1蜘
平成岐平成17

296011026017．43011867σ

2，900 74501
一一一?黶E一一

平成胆平成i9

…2900110350j

平成20 2860 平成20 28601　　1

保険種
故
度

平’13
平成14
平成15
平成16
平成17
平成18
平成19
・切

目D
経過年父

1一→212山→3　3→4…4→5

3．19311．697　1，073…1．022

3．28211．692　1．07611．023

3佃0771023
3．46611．699　1．0711

3．51711．692

3．5691

3．38411．698　1，075≡1．023
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　　損保2

【第I部　】

問題1． （1）①正味支払保険金

（2）③契約者価額の算出方法

（3）⑤1

②支払備金積増額

④支払備金の算出

⑥傷害保険契約 ⑦保険事故発生率

問題2．（1）（A）（B）（E）（F）

　　　　（2）

保有目的区分
貸借対照表上の

@評価方法
売買目的有価証券 （D）

満期保有債券 （A）

子会社株式および関連会社株式 （B）

その他有価証券 （D）

責任準備金対応債券 （A）

問題3．（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

計算式は、収入保険料を基礎として計算した未経過保険料Xmx（（R＋E）／P，1）

である。この計算式のR，E及びPはそれぞれ次の数値を表す。

R：大規模自然災害ファンド

E：大規模自然災害ファンド以外の既経過保険料の額

P：収入保険料を基礎として計算した当該事業年度に対応する保険料の額

第三分野保険の保険リスクに備えるため、対象となる第三分野保険商品の基礎率を同

じくする契約区分母にストレステストを実施し、不足額が生じた場合に所定の額を危

険準備金IVとして積み立てる。また、この場合、負債十分性テストの実施を検討す

る必要がある。

株式等の価格が将来下落したときに生じる損失に備えるため、内閣府令で定めるとこ

ろにより計算した金額を積み立てるもの。

定められた資産に区分して、それぞれの資産の帳簿価格に積立基準率を乗じた金額の

合計額以上を積立限度に達するまで積み立てる。なお、当該積立限度額は、それぞれ

の資産の帳簿価格に積立限度率を乗じた金額の合計額となっている。

資産運用リスクに区分されており、出再先の保険会社が破綻した場合に再保険金の回

収が困難となる危険性を表す。再保険リスク類は、一般保険リスクの保険種類ごとに

出再未経過保険料と出再支払備金にリスク係数を乗じたもめの合計額となっている。

なお、過度の出再を行っている保険種目は、通常よりリスクが大きいと考えられるた

め、出再割合が50％を超える部分についてはリスク係数を斗1％加算して算出する。

保険業の健全性の確保、適切な保険募集の確保等を目的とし、保険金杜の監督事務に

関し、その基本的考え方、監督上の評価項目、事務処理上の留意点について、体系的

に整理したもの。なお、監督指針に対し字義通りの対応がされていない場合でも即不

適切とするものではないこと、評価項目に係る機能が形式的に具備されていたとして

も必ずしも十分とは言えない場合もあること、に留意する必要がある。
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問題4． （1）① （a）　17，000　（b）　6，000　（c）　＿3，300

平成20年度決算自動車損害賠償責任保険責任準備金計算表

区　　　分 合　　計
平成20年度

i第1年度〕

平成19年度

i第2年度）

平成18年度

i第3年度）

平成17年度

i第4年度）

平成16年度

i第5年度）

前期繰越義務積立金 3，OOO

前期繰越支払備金 4，000

正味収入純保険料 21，500 15，OOO 6，500 O 0 O

正味支払保険金 25，000 500 5，000 9，OOO 6，000 4，500

義務積立金

当期積立支払備金 13，000 1，000 3，500 4，500 3，500 500

差引収支残高 一 一 一 ’ 一 2，000

運用益積立金当期取崩額 ’ 一 一 ’ ’
0

自賠責特別会計運用益当期収入額

槙坙｢義務積立金
’ 一 ’ ’ 一 　0

Q，OOO

　平成19年度の責任準備金計算表（抜粋）から、年度に注意しながら平成20年度計

算表の前期繰越欄に転記すると、上表の通りとなる。求める（a）の数値はこの表よ

り、以下のように加減して求める。（数値がゼロの項目は、計算式上では省略してい

る。以下同様。）

　18，O00＋1，000＋6，500＿5，000－3，500＝17，OOO

t法人鰐相当額〕 （差　引）

前期繰越 4，OOO （1，600） （2，400）

当期取崩 O （0） （0）

調整準備金

当期繰入
黶ﾟ＝1≡茸：一一一1＝r。

税率変更による取崩・繰入額 0 （0） （O）

当期末調整準備金
一1・1＝＝≡一＝一・≡蟷1鵠一

前期繰越 1O，O00 （4，O00） （6，000）

当期取崩 100 （40） （60）

運用益積立金

当期繰入 1，800 （720） （1，080）

税率変更による取崩・繰入額 O （0） （0）

当期末運用益積立金 11，700 （4，680） （7，020）

前期繰越 1，200 （480） （720）

当期取崩 500 （200） （300）

付加率積立金

当期繰入 O （O） （0）

税率変更による取崩・繰入額 0 （O） （0）

当期末付加率積立金 700 （280） （420）

当期末責任準備金

　平成19年度の責任準備金計算表（抜粋）から、第5年度の収支残高が2，O00である

ことがわかるので、これが調整準備金に繰り入れられることになる。従って（b）の

数値はこの表より、以下のように加減して求める。

　4，O00＋2，000＝6，000

平成20年度決算自動車損害賠償責任保険損益計算書

　　正味収入保険料　　　　　　　　　　31，Ooo（十）

　　正味支払保険金　　　　　　　　　　25，OOO（一）
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　　　正味事業費（含む損害調査費）　　　1o，ooo（一）

　　　支払備金繰入額　　　　　　　　　　1，000（一）

　　　積立保険料等運用益　　　　　　　　2，500（十）

　　　その他収支　　　　　　　　　　　一8｛）o（十）

　平成19年度の責任準備金合計は62，200、平成20年度の責任準備金合計は上表より

58，900であるので責任準備金繰入額は一3，300となる。

　　58，900－62，200＝一3，300

　なお、自動車損害賠償責任保険の保険引受利益が常にゼロとなることを利用すれば、

損益計算書の数値を加減して以下のように逆算することも可能である。

　　3I，000－25，O00－10，O00一，O00＋2，500－800＝一3，300

②平成20年度決算における正味収入純保険料21，500に対し、正味支払保険金は

　25，000となっており・収入純保険料のみでは、正味支払保険金を貯えない状況に陥っ

　ているものと考えられる。調整準備金により穴埋めは可能であるが、この料率水準が

　継続されれば、やがて調整準備金も枯渇し、大幅な赤字になることが想定されるため、

　料率水準の改定などの対応が必要になる。

（2）①

保険種目
ロングテイル判定

@計算結果

重要性判定

v算結果
告示第2条第1項

@で該当する号

保険種目A 88．6％ 0．8％ 2号
保険種目B 94，4％ 3．3％ 3号
保険種目C 81．7％ 13．1％ 1号

保険種目D 53．1％ 82．7％ 1号
ロングテイル判定

保険種目A 保険種目B
支払保険金事故

N度

計算

級ﾊ

事故

N度

支払保険金

合計 当・前年 合計 当・前年

計算

級ﾊ
平成17 776 683 88．O％ 平成17 7，530 7，200 95．6％

平成I8 788 698 88．6％ 平成I8 6，330 5910 93．4％

平成19 784 699 89，2％ 平成19 5，930 5590 94．3％

3年平均 88．6％ 3年平均 94．4％

保険種目C 保険種目D
支払保険金事故

N度

計算

級ﾊ

事故

N度

支払保険金

合計 当・前年 合計 当・前年

計算

級ﾊ
平成17 7，900 6，470 81．9％ 平成17 19，080 1O，140 53．1％

平成18 7，750 6，300 81，3％ 平成18 19，270 10220 53．0％

平成19 7，710 6，310 81．8％ 平成19 19，220 1O，250 53．3％

3年平均 81．7％ 3年平均 53．1％

　保険種目Aについて示す。保険種目B，C，Dについても同様に計算を行った結果が上

表のとおり。
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　　　　平成17事故年度

　　　　　　468＋215＋63＋21＋9＝776，　468＋215＝683
　　　　　　683／776＝88．O％

　　　　平成18事故年度
　　　　　　475＋223＋59＋20＋l　l＝788，　475＋223＝698

　　　　　　698／788＝88．6％

　　　　平成19事故年度

　　　　　　477＋222＋58＋19＋8＝784，　477＋222＝699
　　　　　　699／784＝89．2％

　　　　3年平均
　　　　　　（88．O％・88．6％・89．2％）／3＝88．6％

重要性判定

当・前年支払保険金事故

N度
合計

種目A 種目B 種目C 種目D
平成17 93 330 1，430 8，940 1O，793当・前年以

O支払保険

@　金

平成18 90 420 I，450 9，050 11，010

平成19 85 340 1，400 8，970 10，795

平成17 O．9％ 3．1％ 13．2％ 82．8％

平成18 0．8％ 3．8％ 13．2％ 82．2％
割合

平成19 0．8％ 3．1％ 13．0％ 83．1％

3年平均 0．8％ 3．3％ 13，1％ 82．7％

種目Bについて示す。保険種目A，C，Dについても同様に計算を行った結果が上表の

とおり。

種目A　　　63＋21＋9＝93
種目B　　　330一ト0＋O＝330

　種目C　　　900＋440＋90＝1430

種目D　　　7200＋1330＋410＝8940
平成I7事故年度種目合計

　　93＋330＋1430＋8940＝10793
種目B・平成17事故年度（当年度・前年度以前保険金割合）

　　330／10793＝3．1％

　同様に、

種目B・平成18事故年度（当年度・前年度以前保険金割合）
　　420／（90・420・1450・9050）・420／11010・3．8％

種目B・平成I9事故年度（当年度・前年度以前保険金割合）
　　340／（85・340・1400・8970）・340／10795・3．1％

重要性の判定
　　（3．1％・3．8％斗3．1％）／3・3．3％

②保険種目B：平成16事故年度の経過年度2において、大口の保険金支払いが発生し

　ている可能性があり、この点について事実関係を確認する必要がある。対応方法とし

　ては、大口支払事案の金額を修正する方法とロスティベロップメントファクターを修

　正する方法がある。前者については、当該事案の金額を除外する、一定金額でキャッ

　プをかけるなどの方法がある。後者については、平均値を算出する際に、当該年度の

　ロスティベロップメントファクターを使用しないなどの方法が考えられる。
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保険種目C：平成20年度の支払保険金額が増加しており、過去のロスティベロップメ

ントファクターと比べて大きな数値となっている。将来の傾向を予測する際に、これ

が一過性のものなのか、引受量や担保内容の変化によるものなのか等、要因の分析を

行い、対応方法を検討することが必要である。

保険種目D：経過年度1→2のロスティベロップメントファクターが、事故年度の経

過に従って大きくなる傾向がある。経過年度1の支払保険金が毎年減少しており、事

故発生直後の保険金支払が遅延化している可能性がある。今後もこの傾向が継続する

のかどうかを踏まえてロスティベロップメントファクターを決定する必要がある。

問題5．（1）

（2）

　損害保険会社の四半期決算においては、下記の事項について留意する必要がある。

●　保険料について、保険契約は、必ずしも年間に均等して引き受けられているわけでは

　　なく、企業物件などは決算にあわせて4月に集中することも多い。また、エクセスカ

　　バー等の再保険契約も、年間に数回の支払が一般的である。こういった契約ポートフ

　　ォリオが偏っていることも勘案した分析が必要である。また、年度途中に料率改定を

　　実施する場合についても、留意が必要となろう。

●　保険金については、更に季節変動の影響を受けやすい。台風災害は8～1O月に集中す

　　ることや、夏季の集中豪雨、冬期の火災や寒冷地での自動車事故などに留意し、自然

　　災害分を分離して分析することも必要である。

●　事業費について、システム経費等や諸税金の計上が偏ることがあり、事業費率が大き

　　く変動する場合がある。この場合、事業費の内訳を確認することが必要となろう。

債券は、貸付金や不動産等に比べて流動性が高く、資金が必要となった場合に売却して

換金することが比較的容易であり、流動性リスクは相対的に低い。ただし、金利の変動

や信用度の変化等により、換金時の価格が低下していることにより損失を被る可能性が

　ある。また、外貨建債券への投資は、為替変動リスクも伴う。

一方、株式は、企業の業績により配当が増減する可能性があることに加え、発行体がデ

　フォルトした場合には社債や貸付金等の一般債務に劣後するなどの性質により、価格変

動リスクが大きい。取引所に上場している株式は、その発行体に各種のディスクロージ

　ャが義務付けられ、日々の取引を通じて市場価格が形成されているため、比較的換金性

が高い。ただし、非上場の株式は、第三者に売却するために適正な価格を評価するのに

一定の時間を要することや、売却したくても買い手が現れない場合もあることから、流

動性が低い資産に区分される。

【第I部　】

問題6．（1）

1．保険リスク

＜リスクの内容＞

　　保険事故発生率や一事故あたりの保険金の変動により損害額が変動して損失を被るリスク、および

　自然災害のように発生頻度は低いものの事故発生時の保険金支払が巨額になる巨大災害によって損

　矢を被るリスクである。長期の保険商品において、環境変化等によって将来の保険事故発生率が変動

　するリスクも保険リスクヒ合まれる。なお、既経過責任部分にかかる支払備金（含IBNR）の変動リ

　ズクを保険リスクに含めて扱う場合もある。

＜リスクの管理方法＞

●　商品開発・管理における対応として、商品開発時に損害額が保険料率算定の前提値から乖離するり

　　ズクを考慮したうえで料率の十分性を確保すること、定期的な収支状況の検証によって必要に応じ

山232一



　　て料率水準や補償内容を見直せる態勢を築くことが挙げられる。

●　過去に販売した長期商品の保有契約に関しては、環境変化等によって事故発生率や保険金単価が当

　　初の想定から変化していないかを確認し、将来の変動に備えた負債の十分性検証を行うことが挙げ

　　られる。

●　リスクの保有・移転による管理として、アンダーライティング基準の設定・変更や再保険の活用に

　　よって、自社で保有する保険リスクのコントロールを行うことが挙げられる。また、再保険以外の

　　リスク移転方法として、現状では必ずしも広く用いられてはいないが、C灯ボンド等の活用によっ

　　て保険リスクを資本市場に移転する方法もある。

●　リスク計量化による管理として、自然災害等の巨大災害、一事故あたり保険金が一定水準以上の大

　　ロロスおよびその他の通常損害に分けてリスク計測モデルを構築する等の方法で、保険ポートフォ

　　リオ全体での損害額が従う確率分布を導出し、保険引受にかかるリスク量の把握や保有・出再政策

　　（再保険プログラム）の妥当性検証を行うことが挙げられる。

●　なお、異常危険準備金の積立・取崩については、異常危険準備金が資本性の負債であることから経

　　済価値べ一スでの実質的な損益変動の抑制にはならないが、財務会計べ一スでの損益変動を抑える

　　という意味においてリスク管理の一環としてとらえることもできる。

2．市場リスク

＜リスクの内容＞

　　市場におけるリスクファクターの変動によって、保有する資産および負債の経済価値が変動して損

　矢を被るリスクである。保有株式の時価が変動する株式リスク、市場金利の水準や期間構造の変化に

　よって債券等の時価および負債の経済価値が変動する金利リスク、海外通貨建の資産・負債を保有す

　る場合に為替レートの変動によって当該資産・負債の自国通貨建の価値が変動する為替リスク等があ

　る。

＜リスクの管理方法＞

●　リスクファクターの種類別に実際にとっているリスクがあらかじめ設定したリスク。リミット（VaR

　　等のリスク指標によって定義される上限値）を超過しているかどうかのモニタリングやロスカット

　　ルール等の、フロント部門に対するルール設定によりリスク種類ごとのリスク量をコントロールす

　　る。

●　負債側（長期保険負債の金利リスクが主なもの）も市場リスク管理の対象として、市場のリスクフ

　　ァクターの変動に伴う資産・負債ネットの経済価値変動をリスクととらえて、イールドカーブの年

　　限ごとの金利感応度やVaR等の指標でリスクをコントロールするALMが必要となる。金利スワッ

　　プ等のデリバティブによって現物資産・負債のネットの価値変動を相殺（ヘッジ）することもリス

　　クコントロール手段となる。

●　ポートフォリオ全体としての市場リスク量を、リスクファクターごとの変動性およびファクター間

　　の相関に関する前提をもとに計量化し、当該リスク量を一定水準以下に抑えることによってコント

　　ロールする。

●　ストレステストについては、昨今の金融危機を受けてそのあり方が見直されてきており、リスクフ

　　ァクターごとのストレスシナリオのみならず、リスクファクター間の相関が大きく高まるシナリオ

　　による影響を分析することも必要となる。

3．信用リスク

＜リスクの内容＞

　　社債や貸付金等の債権の価値が、信用供与先の信用力の変化に伴って変動すること、または信用供

　与先の債務不履行によって債権価値が消滅することにより、損失を被るリスクである。再保険金杜や

　デリバティブの取引先の倒産によって契約の履行がなされなくなるカウンターパーティリスクも信

　用リスクに含まれる。
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＜リスクの管理方法＞

●　与信先に対する審査・モニタリングとして、与信実行時の相手先に対する信用力審査、与信後の定

　　期的な財務状況等のモニタリングが挙げられる。また、審査・モニタリングの結果を個別与信先に

　　対する与信可能額の検討に反映することも必要となる。

●　信用ポートフォリオ内でのリスク集中を抑えるために、格付等による区分別の一債務者あたり与信

　　限度額（社債、貸付金等を通算した限度額）の設定によって特定の債務者への信用供与集中を抑制

　　することや、業種等の債務者属性を分散させた投資を行う。

●　債務者の倒産による損失に加えて信用力変化（倒産確率変化）による資産価値変動も対象とし、さ

　　らに債務者間の相関を考慮することにより信用ポートフォリオ全体のリスクを計量するモデルを

　　用いて、当該リスク量を一定水準以下に抑える。リスク計量のモデル化にあたっては、債務者の倒

　　産確率と信用力変化確率（格付推移確率）を格付ごとに設定し、また、債務者間の相関を個別債務

　　者の業種等の属性によって推定することも必要となる。

●　なお、上記の管理を行う際には、信用供与先の信用力を複数の区分で判定し、各区分ごとの期待デ

　　フォルト率を推定するための社内格付制度が必要となる。

4．流動性リスク

＜リスクの内容＞

　　流動性リスクとは、巨大災害による保険金支払、解約の魯激な増加による解約返戻金の支払い時な

　とに必要な資金が確保できなくなる、または資金不足を回避するために通常よりも高いコストでの資

　金調達や著しく低い価格での資産売却を余儀なくされるリスク（資金流動性リスク）と、市場の混乱

　等により、一部の資産において市場取引が困難となる、または著しく低い価格のみでしか市場取引が

　成立しなくなるリスク（市場流動性リスク）である。

＜リスクの管理方法＞

　　資金流動性リスクについては、

○　日々の資金管理において、保険金支払い等の日常的な資金収支の変動に備えて一定程度の手元資金

　　（流動性の高し）短期資金）を確保しておく。また、一時的な手元資金の不足に対応するために、レ

　　ポ取引やCP等の短期の資金調達手段を活用する。

●　月次・年次の資金計画において、将来時点ごとに資金流出および流入予定額を把握することによっ

　　て、資金収支のギャップ分析を行い、各時点における支払予定額に対応するための資金が確保でき

　　る（ネットの資金収支がマイナスの時点においては保有資産の換金や短期の調達によって不足額を

　　確保できる）ことを確認する。

●　自然災害発生時の保険金支払いのように、短期聞に多額の資金流出が生じるストレスシナリオを設

　　足し、一定期間に、短期調達・コミットメントライン・保有資産の売却等により、必要となる資金

　　額を確保できることを定期的に確認する。その際、保有資産の換金可能額は、資産区分ごとの価格

　　変動性や流動性に応じて評価することが考えられる。

●　市場流動性リスクについては、市場での取引量やビッドアスク・スプレッド等の流動性に関連する

　　指標をモニタリングし、資産種類ごとの市場での流動性の状況を把握しておくことが考えられる。

5．オペレーショナルリスク

＜リスクの内容＞

　　情報漏洩等の不正行為、事務ミス、システムトラブル等により、予定外の顧客対応や法務関連コス

　ト、風評問題の発生、現状復旧コスト等が発生することにより損失を被るリスクである。

＜リスクの管理方法＞

●　過去に実際に生じた事象および今後生じうる事象を対象として、オペレーショナルリスクにかかる

　　損失の発生原因となる事象の洗い出しを行い、各々の事象の特性による分類を行ったうえで、個別

　　の事象の自社にとっての影響度を、相対的な発生頻度の高さと発生時の損失の大きさの観点から把
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　　握する（損失事象のマッピング）。

●　オペレーショナルリスク全体を管理する部門とは別に、損失事象の発生を防止する観点から、事象

　　ごとに管理を行う担当部門を定め、発生防止のための方策（情報漏えいに関しては文書管理の徹底

　　やシステムヘのアクセス制限設定、事務ミスに関してはダブルチェックの励行等）および発生時の

　　対応方法を社内ルールとして具体的に定めるとともに、各担当部門での管理状況を定期的にモニタ

　　リングする。また社員研修等を通じて、業務活動の中で当該社内ルールを遵守させることも必要と

　　なる。

●　会社にとって影響の大きい損失事象については、当該事象が実際に発生した場合に、その影響が危

　　機的状況に及ぶことを防止するためのコンティンジェンシープランを策定しておくことも必要と

　　なる。

●　個別の損失事象の発生頻度と発生時の損害額の分布を仮定し、オペレーショナルリスク全体として

　　の損害額の確率分布を求めるというリスク計量化の試みも一部で始まりつつある。

（2）

＜統合リスク管理の目的＞

　　損害保険金杜の保有するリスクは、保険事故発生率や保険金単価の変動、巨大災害による保険金支

　払い等の保険リスクから、市場リスク・信用リスク等の資産運用リスクやオペレーショナルリスクに

　いたるまで、多岐にわたっている。

　　従来のリスク管理では、会社全体の観点が必ずしも考慮されずに、個々のリスク種類ごとに管理方

　法が検討される「サイロ」型のリスク管理になる傾向が見られた。また、経営全体をリスクベースで

　運営するための戦略的な機能としてではなく規制に対応するための受動的な機能としてリスク管理

　がとらえられる傾向があった。

　　こうした「サイロ」型、規制対応を主目的とした受動的なリスク管理に対して、統合リスク管理で

　は、損害保険会社が抱える様々なリスクを整合的に、リスク間の関係も考慮して会社全体の観点から

　統合的に扱う。その上で、損害保険会社としての健全性を確保すると共に、事業会社として企業価値

　を向上させるために、リスク許容度の範囲内でどのリスクをどの程度とり、それに対してどの程度の

　収益を目指すかという経営の意思決定を戦略的に行うための枠組みを提供することを目的としてい

　る。

＜統合リスク管理の態勢（実施ステップ）＞

　　統合リスク管理における健全性評価や収益管理は以下のステップで行われる（以下は一般的なプロ

　セスの例）。

　①リスクの把握
　　　自社の純資産価値の変動（あるいは損益の変動、以下同じ）要因となるリスクファクターを洗い

　　出し、各リスクファクターが自社の資産・負債の現在価値に与える影響を把握する。

　②個別リスクの定量化・リスク統合

　　　個別のリスク種類ごとに、ヒストリカルデータ等に基づいて、関連するリスクファクターの変動

　　性やリスクファクター同士の相関を推定することにより、当該リスク種類における純資産価値変動

　　の確率分布を導出し、吻Rや工物R等のリスク指標によって定量化する。

　　　さらに、定量化が可能なすべてのリスク種類を統合して、会社全体での統合リスク量を求める。

　　この際に、個別リスク種類ごとにリスク量を算出しておいて、リスク種類閲の相関に関する前提条

　　件をもとにして分散共分散法等の解析的手法で統合リスク量を導出する手法や、複数の異なるリス

　　ク種類全体を対象にして、関連するリスクファクターの変動性や因果関係を表現するDFAモデル

　　等を活用することにより、会社全体での価値変動の確率分布を直接導出して統合リスク量を求める

　　手法等が存在する。リスク統合の際には、リスク種類を通して、リスク量計測上の保有期間や信頼

　　水準（例えば、期間1年の99．5％等）を整合的に設定することが必要となる。

一235一



③統合リスク量と資本の比較

　　リスク管理部門にて、統合リスク量をリスク対応のための資本と比較することにより、健全性の

　状況を検証する。この検証は、自社がどの程度の健全性を求めるかというリスク許容度の方針と整

　合的に行う。例えば一定水準の格付に相当する健全性が必要と考える場合には、その格付に対応す

　る倒産確率と整合的にリスク量計測上の保有期間や信頼水準を設定する。また、リスクと対比する

　資本としては、財務会計上の純資産をそのまま使わずに、異常危険準備金等の資本性の負債も含め

　る、また、積立保険等の長期保険負債を時価評価するといった形で、実質的な自己資本に修正する

　ことが望ましい。

　　なお、健全性確保の観点からは資本は多ければ多いほど望ましいが、余剰な資本の保有は株主か

　ら負託された資本の効率的活用につながらないという見方もあり、これらの両方の視点を考慮して、

　リスクと資本のバランスを考えることが重要となる。

④リスク配分と目標設定
　　次に、経営管理部門等が、企業価値向上のためにリスク対比での収益性を向上させる観点から、

　どのリスクをどの程度とるかというリスクプロファイルに関する意思決定（または事業ポートフォ

　リオの構築）を行う。このプロセスでリスク種類や部門ごとにリスク量を割り当てる。これを、リ

　ズク配分または資本配分（あるいは資本配賦）という。さらに、配分されたリスク量に対してどの

　程度の収益を目指すかという目標を設定する。なお、リスク配分においては、異なるリスク種類間

　でのリスク分散効果を考慮する必要がある。

⑤業務執行とモニタリング

　　各執行部門は、配分されたリスク量を上限としてリスクテイクやリスク削減を行いながら業務を

　執行する。リスク管理部門は、各執行部門が実際にとったリスク量が過大でないか、定期的にモニ

　タリングを行う。

⑥実績の把握
　　期中の業務執行の結果として得られる収益実績を把握し、リスク対比での収益性の評価を行う。

⑦リスクプロファイル（あるいは事業ポートフォリオ）の調整

　　リスクベースでの収益実績や外部環境変化等を考慮し、経営管理部門は、期初に設定した企業価

　値向上のための事業ポートフォリオを必要に応じて見直すことが望ましい。また、

　　リスク管理部門によるモニタリングの結果、実際にとっているリスク量が資本対比で過大となっ

　ている場合には、リスクの削減等の対応を機動的に行うことも重要となる。

⑧手法・パラメータの見直し

　　必要に応じて、個別リスクの計量化やリスク統合、実質的な自己資本の算出、リスク対比の収益

　実績把握等のための手法・パラメータ設定の見直しを行い、次のPDCAサイクルヘとつなげる。

＜統合リスク管理の態勢に関して必要となるその他の視点＞

●　経済価値べ一スでの評価

　　リスク計量および実質的な自己資本を算出する際の資産・負債の評価は、経済価値べ一スで行うこ

　とが望ましい。これにより、株主にとっての企業価値を市場整合的に把握することが可能であり、ま

　た実質的な健全性の状況を把握することができる。海外でのソルベンシー規制においても、経済価値

　べ一スで資本やリスクを評価する方向性となっている。

●　戦略的な意思決定への活用

　　統合リスク管理の目的を達成するためには、統合リスク管理を単に規制対応や戸締りチェック的な

　ツールにとどめるのではなく、経営陣が主体的に関与することにより、戦略的な意思決定に活用する

　形で導入することが重要となる。EUで導入予定のソルベンシー規制においても、内部モデルによる

　規制上の必要資本算出が監督当局に承認される条件の一つとして、当該モデルが保険会社の業務に組

　み込まれ経営の意思決定に使用されていることが求められている。

●　社内態勢
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　　統合リスク管理は、健全性の維持と収益性向上を目指すための枠組みと考えられるため、資本政策

　や収益管理の担当部門がリスク管理部門からリスク情報を得るという揚力関係を築くとともに、リス

　ク管理部門が他部門に対する牽制を働かせることが必要となる。また、リスク計量のためのデータや

　モデル、社内レポーティング等の機能が、統合リスク管理の目的と照らし合わせて適切に運営されて

　いるかを検証できる態勢が必要である。

●　統合リスク管理に関する考え方の浸透

　　統合リスク管理を実効性のあるものとして社内全体で導入するために、リスク管理や収益管理、商

　品、資産運用、再保険等の関連部門間で考え方を共有するとともに、従来のリスク管理のあり方を見

　直すための社内の意識改革を促すことも必要となる。

＜所見の例＞

●　監督当局による規制は、ルールベースからプリンシプルベースヘの移行の動きが見られる。規制対

　　芯として受身の姿勢でとらえるのではなく、自社にとって真に必要なものとして能動的に統合リス

　　ク管理を位置づけ、それが結果的にはプリンシフルベースの規制対応にもつながるという関係が望

　　まれる。

●　国内損害保険金杜は、海外の保険事業を有する場合や、生命保険会社やアセットマネジメント会社

　　を抱える場合もある。こうしたグループ経営においては、個別会社でのリスク管理だけではなく、

　　様々な事業特性や地域特性を統一的・整合的にとらえて健全性の評価や収益性の評価を行い、グル

　　ープ全体としての経営の意思決定を行うことが必要であり、そのために統合リスク管理は重要な役

　　割を担うであろう。

●　統合リスク管理の枠組みにおいて、個別リスクの計量やリスク統合、経済価値べ一スでの保険負債

　　評価などは、アクチェアリーが数理的な専門性を活用できる分野である。資産・負債の価値評価や

　　リスク評価に関する専門家として、継続的に理論の研究や手法の開発につとめることがアクチュァ

　　リーに求められる。

●　会計や健全性規制に関する国際的な動向は、日本にも影響を与えるものである。こうした動向と統

　　合リスク管理とは、経済価値べ一スという考えや内部モデルの使用という点で密接な関係を持って

　　いる。統合リスク管理で必要となる手法の検討のみならず、広い視野を持ってこうした関連動向の

　　情報収集や理解につとめていくこともアクチェアリーに求められる。

●　昨今の金融危機において、従来の定量化手法ではリスクを十分にとらえきれない場合があることが

　　露呈した。リスクの定量化手法やパラメータ設定方法が持つ特徴や限界を理解したうえで、リスク

　　に対する定性的な判断や、ストレステスト等の補完的手法の採用により、自社にとって重要なリス

　　クを包括的に漏れなくとらえていくことが必要となる。

●　損害保険会社の統合リスク管理では、保険リスクのみならず、資産運用リスクやオペレーショナル

　　リスクといった、従来、アクチェアリーが担当していなかったリスクについての知見が必要となる。

　　アクチェアリーは、．必ずしもすべてのリスク評価を行える必要はないが、他分野のプロフェッショ

　　ナルとの協働を通じて、各種リスクに関する相応の知見を修得し、統合リスク管理の中心的な役割

　　を果たすことが期待されている。

以　上
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